平成２４年度　第１回

広島市国民健康保険運営協議会

議　 事 　録

広島市健康福祉局保険年金課

日　　時　　　平成２４年９月６日（木）　　午後２時００分～午後３時３５分
場　　所　　　広島市役所１４階第７会議室
出席委員　　　林委員、植田委員、平本委員、松岡委員、熊谷委員、永野委員、吉岡委員、

　　　　　　松本委員、中村委員、都留委員、向井委員、小林委員　以上１２名
欠席委員　　　三木委員、藤井委員
事務局　　　健康福祉局長、健康福祉局次長、保険年金課長、保健指導担当課長、課長補佐(事)管理係長、課長補佐（事）保険係長、課長補佐(事)保健予防・指導係長、主幹、主査

 以上１０名

平成２４年度　第１回広島市国民健康保険運営協議会

　　　　　　　　　　　　
都留会長　　定刻になりましたので、ただ今から平成24年度第１回広島市国民健康保険運営協議会を開催させていただきます。委員の皆様方におかれましては、ご多忙中のところ、またお暑い中ご出席いただきましてありがとうございます。まず委員の先生の交代がございますので、事務局から説明をお願いいたします。
森川課長　　それでは資料1をご覧ください。委員の交代についてご説明させていただきます。　保険医・保険薬剤師の代表であります正岡委員さんが退任され、後任として藤井委員さんに、また、同じく保険医・保険薬剤師の代表であります池本委員さんが退任されましたので、後任として松岡委員さんに新たに就任していただいております。なお、藤井委員さんにおかれましては、本日は所用のため欠席でございます。以上でございます。
　
都留会長　　それでは、さっそく議事に入らせていただきます。委員定数が14名中、ご出席の委員が12名でございますので、半数以上の委員が出席ということで定足数を満たしておりますので、本日の会議は成立いたしております。
　本日の議題はお手元の資料のとおりでございます。できましたら3時半ごろまでには終わりたいと思いますが、もちろん、活発なご意見を出していただいて、迅速に進めたいと思います。傍聴の方は、手元の傍聴要領を順守していただき、お静かに傍聴くださいますようお願いします。

　では、これから、本日の議題である広島市国民健康保険事業の平成23年度の実施状況についての議事に入ります。なお、本日は「その他」といたしまして、後発医薬品差額通知事業について、事務局からの報告があります。また、平本委員さんからも、ちょっと一言ということでございます。それでは、広島市国民健康保険事業の23年度実施状況について事務局の説明をお願いします。
森川課長　　それでは、資料3をご覧ください。広島市国民健康保険事業平成23年度実施状況について、座ってご説明させていただきます。まず、１ページをお開きいただき、ここは平成23年度の主な制度改正等でございます。
　(1)は、保険料賦課限度額の引き上げです。基礎賦課額分、医療分保険料が50万円から51万円に、後期高齢者支援金等賦課額分、支援分ですが13万円から14万円に、介護納付金賦課額分が10万円から12万円になり、最高額は77万円になりました。

　(2)は、70歳以上75歳未満の方の一定以上所得者以外の方にかかる医療費の一部負担金割合の軽減措置の延長です。
　(3)は、被保険者証と高齢受給者証の一体化です。これに伴い、高齢受給者証の有効期限を被保険者証の有効期限に合わせて7月末に変更しております。
　(4)は、医療費通知の通知内容の充実で、柔道整復師にかかる施術内容を掲載いたしました。
　最後の(5)は、国民健康保険団体連合会の国保総合システムが稼働したことに伴い、本市においてもオンラインによってレセプト点検を開始しております。以上が主な改正内容でございます。
　次に2ページをご覧ください。こちらは被保険者数、被保険者世帯数でございます。被保険者数は、平成23年度は22年度に比べ0.4％減少して28万5,359人となりました。世帯数は、21年度から横ばい状態で17万228世帯でございます。

　次に3ページをご覧ください。保険給付費等の(1)の療養の給付ですが、医療費総額は平成23年度は22年度に比べ2.2％増加し、1人当たり医療費は2.8％増加して36万9,777円になっています。
　(2)は療養費、高額療養費等の支給でございます。療養費、高額療養費はいずれも、平成23年度は22年度に比べて、それぞれ4.7％、4.3％増加しております。
　次の出産育児一時金、葬祭費ですが、出産育児一時金は6.5％、葬祭費は2.4％減少しております。

　最後の一部負担金の減免でございます。こちらは平成23年度は22年度に比べて、減免額では6.0％、件数では0.1％減少している状況でございます。
　次に4ページの保険料です。平成23年度の１人当たり平均保険料は、表の右側の一番上の欄になりますけれども、医療分は3.4％増加して6万6,228円、支援分は3.8％増加して2万536円、介護分は9.0％増加して2万1,833円になっています。

　次の5ページをご覧ください。保険料の軽減、減免の状況でございます。(1)は、法定軽減と言っておりますけれども、低所得世帯を対象とする保険料の軽減で、被保険者の均等割と世帯別平等割について、それぞれ所得に応じて7割、5割、2割を軽減しているものです。23年度は22年度に比べて軽減額では4.5％、世帯数では1.4％増加して8万2,199世帯となりました。これは全世帯数の中の割合で言いますと48.3％となっています。
　次に(2)ですが、これは倒産や解雇などにより失業された方の保険料の軽減でございまして、22年度に比べて軽減額は5.6％減少していますが、軽減者数は4.4％増加している状況でございます。
　(3)は保険料の減免です。これは条例で規定しておりまして、災害や失業などにより前年度に比べて所得が減少した世帯に対して保険料を減免しているものです。こちらは減免額、件数、世帯数とも、23年度は22年度に比べて減少しております。

　６は保険料収納率でございます。平成23年度の現年分収納率は0.25ポイント増加して87.16％、滞納繰越分保険料の収納率は1.33ポイント増加して20.19％、全体収納率は72.8％となりました。
　次に6ページをご覧ください。保健事業でございます。(1)は特定健康診査・特定保健指導でございます。当運営協議会でもいろいろとご意見をいただいておりますが、23年度におきましては「ウ」に記載しておりますように、受診勧奨や広報活動などの取り組みを行いました。「エ」の実施状況ですが、これは暫定値でございますけれども、23年度は22年度に比べ、特定健康診査の実施率は0.1ポイント増加いたしまして13.6％になっております。特定保健指導は7.6ポイント減少していますが、これは、特定保健指導の評価は6か月間かかるために、10月に最終的な数値が出てくれば上昇するものと考えております。参考に表の下に記載していますが、昨年度の同時期では26.3％と、若干、昨年度よりは低い状況でございます。

　次に7ページをご覧ください。こちらは本市が独自に行っている保健事業でございます。(2)は人間ドック検診費用の助成で、受診率は1.2ポイント減少しております。(3)は、はりきゅう施術費の助成で、これは保険給付の対象でないものに対して広島市が事業を行っているもので、末梢神経疾患及び運動疾患などの施術に対して助成しております。助成総額、助成件数ともに2.6ポイント減少しています。
　次に8ページをご覧ください。ここからが決算の状況でございますが、まず歳入の状況でございます。23年度の決算見込額が22年度と比較して増加しておりますのが手数料、これは証明手数料ですが、こちらが増加しています。また、その2つ下の療養給付費交付金、それと、その下の前期高齢者交付金が増加しています。療養給付費交付金というのは、説明にも書いておりますが、20年4月に廃止された退職者医療制度が、65歳未満の方については26年度まで適用されるために交付されるもので、会社などを退職して国保に加入されている方で厚生年金を受給されている方、いわゆる退職被保険者に係る医療費などの費用について社会保険診療報酬支払基金から交付されているものです。次の前期高齢者交付金は、65歳から74歳までの前期高齢者の医療費財政調整制度に伴う交付金でございまして、今回増えておりますけれども、これは概算で交付されて2年後に精算する仕組みでございまして、概算分、精算分とも増えたことにより増加しております。
　この前期高齢者交付金の増加に伴って国庫支出金と県支出金は減少している状況でございます。また、諸収入についても増加しておりますが、これは過誤給付返還金などの諸収入でございます。
　次に9ページをご覧ください。こちらは歳出の状況でございます。
　保険給付費、諸支出金、これは国庫返還金などですが、こちらの方が増加しております。保険給付費の内訳は下の表にありますが、22年度に比べて伸びが大きいのは、上から4つ目の高額介護合算療養費、それから真ん中あたりの後期高齢者支援金、その下の前期高齢者納付金、介護納付金、保健事業費、これらが増加しております。決算額見込額は1,222億9,373万円となりまして、このページの一番下にありますように、歳入額と歳出額、それぞれ同額で決算する予定としております。今の状況を10ページに円グラフで示しております。
　11ページ以降は政令指定都市との比較で、11ページは1人当たり医療費でございます。ご覧のとおり医療費は政令指定都市の中で最も高くなっています。その隣は1人あたり医療分保険料の比較でして、本市は高い方から8番目という状況です。以下、収納率や財源の内訳、一般会計繰入金などの額についても出しております。以上で平成23年度の実施状況の説明を終わります。

　次に、お手元にお配りしております資料で、Ａ4、1枚の「モデル世帯における国民健康保険料について」をご覧ください。こちらの資料は、都留会長から、委員の皆さんに参考として配付するようご依頼をいただき作成したものです。世帯別に所得金額ごとの平成24年度の保険料を試算したものです。表の見方ですが、①の40歳代の夫婦と子ども2人の4人世帯、こちらの所得金額150万円の欄をご覧ください。一番上が年額の保険料で15万6,916円。その下の太カッコは収入としては240万円でございます。その下のカッコは所得金額に占める保険料額の割合を示しておりまして、この世帯の場合は10.5％という状況です。これはモデル世帯ですが、本市の分布状況が分かればいいのですが、世帯人数別の割合で参考にご説明しますと、一番上の4人世帯以上は、今年度の割合でいいますと6％、それから2人世帯、これは②も③もそうなりますが、こちらは31％、そして単身世帯、モデルでは年金収入としておりますが、もちろん給与収入の方や無職の方も含んだ1人世帯の数は54％という状況になります。以上でございます。
　
都留会長　　ただ今のご説明に対して、ご質問があれば出していただきたいと思います。
松岡委員　　初めての参加で教えてもらいたいのですが、1人当たり医療費の表で、広島市が他都市と比べて多いのはどのような理由なのでしょうか。そのあたりの考察をお願いします。
森川課長　　広島市は確かに高いのですが、広島県もかなり高いです。県が分析しておりますのは、受診機会が多い、医療機関が多いということで受診しやすい環境でありますとか、あと広島市で考えられるのは被爆者の方の医療費が多いのではないか、ということで高くなっているという状況でございます。
向井委員　　今の話は協会けんぽも同じなんですよね。入院費はそんなに高くないんですが、入院機会が非常に多いと。回数が多いと言いますか、仰ったように受診機会が多いというかアクセスが良いというか。協会けんぽで言いますと全国3位なんですよね。一番は高知県です。入院費で一番多いのは北海道です。これは冬になって病気になると雪が多くて通院できないので札幌へ行って入院する、ということのようです。
都留会長　　病院の数も広島は人口の割には多い、ということなんですかね。
森川課長　　広島県全体でそういう状況です。
都留会長　　他に何かございませんか。
向井委員　　7ページのはりきゅうは、保険給付の対象外で助成しているとおっしゃった、ということは病院に行ってない人ということですよね。それで、この目的は、そこに書いてあるように健康の保持を目的としていると。
森川課長　　保健事業として行っているものです。保険適用となるものについては3ページの療養費の中に含まれています。
向井委員　　今言っていいのか分かりませんが、保険者が一番困っているのは柔整とはりきゅうが非常に困っているわけですよ。非常に不正が多いと。厚労省も徹底的に保険者機能を発揮しろという話になっているんですね。確かに、これは不正ではないかといって疑われるものが月に500件くらいあるんですよ。それに対して患者照会をやって、こんな施術を受けたことないよ、と出てくるのが5件から10件あって、そこの施術に行ったり、患者さんに話を聞いたり、話をする中で取消しになったり、厚生局に訴えたり、中には詐欺罪で訴える形のものもあります。それぐらい非常に大きな問題になっているということなんですよ。
　例えば、柔整なら柔整の、例えば、はりきゅうだったらはりきゅうの、１回目はお医者さんの診断を受けて、これは普通では治らないからはりきゅうでやってくださいと。2回目以降は電話とかで照会してくださいというのが、それがまったくないとか、そういう形もありまして。多分昔は大企業中心の組合健保でも、いろんな面で助成をしていたはずなんですよ。多分、大きい組合でもこれだけ財政が厳しくなっていますので助成はほとんどないんですよ。協会けんぽは元々ないわけですが、そういう面では助成を今後はどうされるのか教えていただければと、基本的にはなくなる方向ではないかと思っておりますが。
都留会長　　ご意見をいただきましたけれども、他にございませんか。
熊谷委員　　確認ですが、このモデル世帯における国民健康保険料ですが、この数値は実態の数値ですか、それとも、様々な軽減措置を受けた上での実態ということでしょうか。
森川課長　　試算ではありますが、軽減措置の対象となるのは4人世帯の150万円所得の所だけす。軽減には所得の制限があり、すべて軽減の対象となるわけではないので、40代の夫婦で200万円の所得があれば軽減の対象にはならないということです。
熊谷委員　　150万円の世帯の場合は2割軽減になっているということですね。
森川課長　　そういうことです。この資料は、1人当たり平均保険料といっても実態がよくわからないということで、会長さんからの依頼のもとに作成したものです。
熊谷委員　　5ページの表で、先ほど説明がありましたが、低所得者の保険料軽減世帯は全世帯の48.3％という報告がありました。(2)と(3)はこれがダブることはないですね。となると、ざっと計算して全世帯の53％の方が何らかの保険料の軽減を受けているという事実で驚いておりまして、確認のためにご質問させていただきました。広島市の国民健康保険の加入者の53％が何らかの軽減を受けているのは、景気の状態もあるのかもしれませんが、過去に比べて、10年前と比べて、恒常的に40％や50％の軽減があるのであれば、そもそも保険料の設定に問題があるというような意見、議論も出てくるでしょうから、そのあたり50％というのは、軽減するのはもちろんいいんですが、それならそもそも安くしてあげればいいとも思いますし、そのあたりのことが大体わかればと。

森川課長　　10年前のデータは持ち合わせてないのですが、平成17年度で言えば法定軽減は44％、約4割で徐々に増えている状況です。この法定軽減というのは、これに対して国の財政措置もございまして、確かに保険料の設定そのものに問題があるのかもしれませんが、そういった方に対して手当てをするという仕組みもできているということでございます。
中村委員　　先ほど、11ページのところで、広島市の1人当たりの医療費が一番高いということで、受診機会が多いからで、また、被爆者が多いからだという説明を受けたのですが、被爆者がいなかったらどれくらいになるんでしょうか。どこの都市でも受診機会はそんなに大差はないのかなと思うのですが、広島市に特有の状況は被爆者の方かなと感じるんですが、被爆者を除いたらどのくらいのレベルになるんでしょうか、金額は。
森川課長　　被爆者の方の医療費は出しておりませんので、すぐにはお答が出ませんが。
中村委員　　被爆者の方は被爆者健康保険で別に支払われるのではないんですか。
森川課長　　被爆者の方は一部負担金部分は被爆者医療で出るのですが、7割ですとか、いわゆる保険給付分はそれぞれの保険者で支払いしてますので、お体のこともあるかもしれませんが、受けやすい状況だから増えているということもあるかもしれません。
中村委員　　広島市として、この一番多いということを問題にされているかということが気になるんですが。

森川課長　　広島市も確かに高いんですが、広島県自体、全国では5位か4位に下がりましたが、かなり高くなっていますので、医療費を下げなければいけないという問題意識は持っております。
平本委員　　都留先生からの保険料の試算表ですが、支援分と介護分は入ってますか。

森川課長　　医療分と支援金分と介護分を合計したものです。
平本委員　　それでですね、①の150万円の所を見ますと保険料は15万数千円。収入は240万円で16万円ほどで、これでアパートを借りると月5万円として年60万円の金額が生きていく上で必要なんですよ。そうすると、2割の軽減なんだけれども、おそらく生活保護基準以下ではないでしょうかね、金額的には。ということで、結論としては高いと私は感じますがいかがでしょうか。
森川課長　　生活保護基準額と比べたデータはございませんが、所得に対して10.5％が高いか低いかということは、決して安くはないと思っております。
平本委員　　残り170万ですよね、5万円の家賃払って。ざっと計算してみると、おそらく280万ないし300万くらいだろうと思うんですよ、生活保護基準は。外国の話をしてもいけないでしょうけども、多くの国々で、もっと大胆な軽減をしているかと思いますので、広島市単独では無理かもしれませんが、生活していく上で非常に厳しいです。2割とは言わずに5割、7割の軽減を国に対して声を上げていただきたいと思います。以上です。

森川課長　　今の法定軽減のお話でございますが、現在、社会保障と税の一体改革で2割部分と5割部分の拡大について提示されておりますので、引き続き国に要望していきたいと思っております。
都留会長　　他にご意見はありますでしょうか。

向井委員　　今のご意見は立場によって違うと思うんですが、基本的にいうと保険料をどのように捉えるかと。まず自助があって、公助があって、共助があるという考えなのか、公助があって、自助はどうでもいいよという考え方をするのか、これはいろいろとあると思うんですよね。基本的に言うと、限られた財源の中で医療費を削減するとなれば、病気にならないことしかないんですよ。それが、だんだん医療費が1兆円ずつ増えると誰が持ってくるかという話になるんですよね。国にと言っても国には税金がない。我々の所でも高齢者医療に4割くらい出しているんですよ。大企業中心の組合は、多分共済も一緒だと思いますが5割近い額を出していると思うんです。今から6年前までは多分ほとんどの組合は黒字だったと思うんですが、今は、高齢者医療の支援金でほとんどが赤字という世界になってるんですよ。このままでは国民皆保険制度は持たないという話があります。先ほども外国の話が出ましたが、アメリカみたいに自分でやれという世界もありますし、いろんな背景を見てみないとわからないわけで、いいとこ取りでは話にならないので、そういう面から言うと、自助をどうするかという話があるんです。広島市は残念ながら健診を受ける率が非常に低いんですよね。だから病気になる前に、重症化する前に早く見つけて病院で早く治すことが一番大きいと思うんですね。しかし、アンケートをとると、どちらかと言うと病気になったら病院に行けばいい、だから健診は受けないよという被保険者がいるのも間違いない。これをどうするかという話もあり、仰るように、基本的には自分の身は自分で守る、健康になって病院にはなるべく行かないようにするということをぜひやって欲しい。
　先ほども被爆者の話が出ましたが、広島と長崎だけが少し保険料率が安くなっているんですが微々たるものです。しかしながらレセプトが来ますと、生活保護の人と一般の人ですよね、レセプトの1枚当たりの金額が、一般の方で1枚あたりで1万円で生活保護の人は3万円、病気の人もいるのかもしれませんが、どう考えても3万円は過剰診療なのか、それも頻回受診で枚数も多いということで、そういう所も医療費の増加にかかわっていることは間違いなくて、保険者としても今からどうするかということも考えていきたいと思っているので、多分、国保も一緒だろうと思うんですよね。それは共通の悩みで、保険者としてはどうするのか、患者さんはどうするのかを本当に考えないと、とてもじゃないが皆保険は持たないというのが現状だと思います。
平本委員　　反論になるんですけれども、国民健康保険が相互扶助とか自己責任であると誰が決めたんでしょうか。国民健康保険法にはこう書いているんです。「この法律は、国民健康保険事業の健全な運営を確保し、もって社会保障及び国民保険の向上に寄与する」と目的が書いてあります。国民健康保険は社会保障制度なんです。これから先は私の意見ですが、自己責任なんて誰が決めたんですか。当然、自分の体のことは、ある意味では責任があるでしょう。社会保障という観点で、国民健康保険法の趣旨によってこの会も開かれている。それと、生活保護の方が非常に病院にかかられているという話が出ましたけれども、こういうことは考えられませんか。病気だから生活保護になったと。こういう観点もあると思いますので、全部が全部は賛同できませんので。
都留会長　　私も社会保障を専門でやっておりますので、いらない事を言うかもしれませんけれども、国保は他の被用者保険に比べても低所得層が圧倒的に多いと思うんですよね。お年寄りになって退職したら皆国保に来るんですよ。若いときは働いているから元気で医療費はかからないと。今、協会けんぽは今年は黒字になったと聞いたんですが、健保組合が赤字なのは支援金ですよね、つまり高齢者が多くなって、いろんな所に出しているから赤字になっていると思うんですけれども、本来ならば元気な人たちなのでそういうことはないと思うんですよね。ところが、国保はお年寄りがどの制度からも来ると。あと、協会けんぽに行かれない人たちも国保に来るということで、ちょっと特殊な社会保険で、だから、戦後に皆保険ができたときもかなり国庫を入れて事業主負担がなくて、自営業者と農民が中心で、それが高齢者が増えて、非正規の人たちも増えたというので、相当矛盾を抱えている社会保険ではないかと思うんですよね。お年寄りが多いと医療費がかかって、またお年寄りが多いと所得は多くないけれども医療費がかかって保険料は上がっていくという地域もあると聞いたので、ちょっと社会保険とは違った性格を持っているのではないかと思うんですが、いかがでしょうか。　
向井委員　　仰ることは良く分かるんですが、特殊だからといって健診を受けなくていいのか、保健指導を受けなくていいのかと。やはりその辺は、同じように自分の健康を守るためには病院に行く前にやることはあり、それが自己責任であって、病気になった人まで自己責任をというのではなくて、そこの所をしっかりやれば、少なくとも、癌で言えば健診で見つかれば5年生存率は約95％あるわけですが、病院で見つかったら生存率は8％と言われてますよね。それぐらい違うわけで、早くわかることで重症化しない。そこの所が大事で、なんでもかんでも病気になったら見てもらうというのはおかしいだろう、というのが自己責任であって、決して、病気になったから全部お金を払えと言っているわけではないので、健康保険法の前提は自分の健康は自分でしっかりやりなさいということは書いていないだけで、そういうことが基本だろうと思います。
都留会長　　向井委員の言われるのは、その段階で被保険者に自覚を持ってほしいということだと思います。なかなか特定健診が増えない理由は、私も課長さんにお聞きしてもわからないという状況ですが、医師の方は特定健診のことはどうでしょうか。
松岡委員　　病院の中に特定健診のパンフレットを貼るんですけれど、結局、病院に来ている人はすでに受診されている方なので、その方は、特定健診を受ける前に通院されているわけで、保険診療の中でやっているのに特定健診をわざわざお金を出して受ける必要はないので、この前も理事会で話になったんですが、その辺のＰＲの方法が変わってくれば違うのかなという話はよく出ます。
向井委員　　今の話の中で、アンケートをとると自己負担が高いということですが、無料の自己負担なしの所でもなかなか増えないわけですよ。どうして、という話をしたら医者にかかっているからだと。ではお医者さんのところに利用券を持って行ったら、それで健診を受診したことにするからと言っても行かないと。前は、健診車を持って行って、何月何日に無料検診しますから来て下さいと言っても、そのときは日程が合わないと。いつでも行けるような形ではまったく来ないと。何が本当にそうなのかが課長さんが仰るようにわからないわけですよ。他の県は、特に長野県は非常に高いですよね。確かに保健指導はしっかりと受けられて医療費はもの凄く安いんですよ。協会でも、普通にいったらうちは12％か13％になるはずなんですが、今は10.5％で、長野は8％とかなんですよ。向こうから言えば、これだけ一生懸命やってもなぜ保険料率は下がらないのかという不公平感、先ほど委員さんが仰ったように、自分らで一生懸命やっているのに、もっともっと負担しなければおかしいという話が出るのは間違いないわけで、公平性とか平等というのが何かという観点が今問われているんだと思うんです。そこの所を受け止めて、やっている人に対してはそれ相応のメリットを、ということを考えないといけないと保険者としては最終的にはそう思いますね。　
都留会長　　健診を受けなかったらペナルティをということもありましたよね。
向井委員　　事業者の方にも言われますよね。我々は保健指導をやっているのに、それなのにみんな一緒の10.5％はおかしいじゃないかという話になるわけです。いろんなことに協力した人間に対してメリットがなくて、何もしない人間がメリットメリットと言うのはおかしいというように風潮が変わってきたような感じです。平等とは何か、いろんなご意見が出ているのは間違いない。
都留会長　　長野県とかは、規定の健診だけをやっているんでしょうか。いろんな健診を付けたりしているんでしょうか。健診の内容はまったく同じなんですかね。
向井委員　　協会からいうと一緒ですからね。そういう面から言うと広島市の国保と長野の国保は違うかもしれませんが、協会は全国一緒ですからね。だから意識の問題だと思います。
平本委員　　健診のことなんですが、私は自営業なんです。日曜日にある日曜健診ですが、問題なのは、自営業の場合は健診のために自分の仕事を投げて行かないといけない。ただ、広島市の健康づくりセンターでは、月2回ですか、間違っているかもしれませんが千田町でなさってますよね。こうした健診を毎週日曜日でも開いていただいて、それと広島市の北部にこうしたステーションを開いていただいて、第2、第4でもしていただければ少しは上がるのではと思います。お勤めの方も、月に4日しかない日曜日に、なかなか足が踏み出しにくい部分もあるかと思いますが、まわりの自治体の動向も踏まえた上で前向きに検討していただくよう、自営業の立場からお願いします。

熊谷委員　　健診の受診率については、前回も私、ここで発言をさせていただいて、それ以降いろいろと歯科の分野の節目健診の政令指定都市のデータを少し集めてみました。見てみますと、確かに、受診率と負担金の相関があるかないかと言えば、あると。しかしながら明確に明らかとまでは言えない。やはり負担金だけではなくて周知の方法であるとかいろいろとあって、いろいろ調べて思ったのが、例えば、安くするとか機会を増やすとか、そういった費用をかけてできることはいくらでも簡単なんですが、おそらくかけた割には受診率は上がらなくて、一部負担金で受診率は間違いなく増えるので負担金を減らしていただきたいと思います。ただ、もっともっと根底には、自分の身は自分で守るんだという意識というものを市民の中に醸成していかないと、これは負担金とか受診機会を増やすことは意味がないと言ってはいないのですが、目に見えない意識の向上が大事で、これは難しい。歯科医師会は受診率を上げようというのがテーマで一生懸命やってますけど、まだまだ我々の努力が足りないので、我々も何とかしていきたい。その一つの取組が節目健診のハガキでも広島市にお願いして、今まで1枚だったのが半ピラが余っているので裏側に啓発を書かして下さいとお願いして書いています。そういった地道な作業をしていくしかない。長野県の例はまさにそうで、医療に携わる方の熱意が表れていると思いますので、もちろん負担金も大事だけれども、そこの意識を醸成していくこと、その一つの方法として自己責任という意識の醸成もあるでしょうし、歯科の世界で言えば、医療については基本的に、結果に対しては責任を問えないが、歯科の世界は一部あるんですよ。被せものは2年間は保障しますよというルール、無料でやりかえるというシステムになっています。そういった責任を感じてやっているわけです。同じような仕組みがどこかに必要だろうと思います。ただ、一つ言えるのは軽減とかは比較的にやり易い。お金さえあれば。逆にここの部分は難しいだけに議論を避けがちなので、皆で知恵を出し合う必要があるのかなと、当たり前のことを言うようですがそう思いました。
松田課長　　特定健康診査及び特定保健指導を担当しております保健指導担当課長の松田です。先ほどからご意見ありがとうございます。まず、健診についての自己負担金や、健診の機会を増やすようにというお話だったと思いますが、自己負担金につきましては、今年度、広島市の国民健康保険の被保険者の方にアンケートを実施いたしましたが、受診しない理由をお尋ねしましたところ、「必要なときはいつでも医療機関を受診できるから」というご回答が38.1％で、医療機関に行けばいいという回答が最も多かったです。次いで「いつのまにか忘れてしまった」という回答が19％で、「自己負担金が高いから」というご意見は8％で、かなり少ないご意見でございました。

都留会長　　有効回答はどれくらいですか。
松田課長　　2,000人の方にアンケートをお送りして有効回答は937票でした。これだけで自己負担金が違うということではないのですが、一番は病院にいつでも行けるというか、身近に病院を感じておられるといいますか、受診しやすい環境というのも広島市の特徴としてあるのかなと分析しているところです。健康診査を受けなければいけないという認識が低いということも表れていると思いますので、先ほどもありましたが、自己負担金という前に皆さまの意識を向上させていく必要があるということで、今年度は、いろいろな広報に加えまして、健康教育ということで小学生への出前授業という新しい試みを行い、若いうちから健康に関心を持って健診を身近に感じてもらい、また小学生に親御さんへのメッセージを持って帰ってもらって、親御さんへの意識付けの試みをしようと新たに行ったところでございます。中学生には、チラシを配りまして意識を啓発するという若い層への取り組みが新しい試みでございます。
　日曜日健診でございますが、土曜日は医療機関もかなり開けておられるので、健康づくりセンターでは、土曜日と日曜日の健診を月に2回行っています。千田町ということで旧市内の方は行きやすいのですが、郊外の方は行きにくいですから、集団健診という形で、安佐北や安佐南の方には日曜日の健診機会を設けているところです。
都留会長　　必要なときに病院へ行くというのも、すごく軽くてちょっと熱があるというよりも、むしろ病院に行くのを控えてますよね。かなり重くなってから病院へ行くという感じで、健診の問題もありますけれど、そのような所も分析をした方がいいのではと思いますけどね。
松田課長　　アンケートでは、通院の状況もお聞きしたんですが、定期的に通院されているという方は約6割いらっしゃって、心配なときに通院してる方も12.6％で、合わせますと通院されている方が約7割はおられます。

都留会長　　そのうち、特定健診を受けておられる方はどれくらいですか。7割が病院へ定期的に行ってらっしゃる方ですよね。
松田課長　　65歳以上の方は7割の方が病院に定期的に通院してらっしゃるという状況ですが、特定健診を受けておられる方の割合はお調べいたします。
都留会長　　ほとんどの方が受けてらっしゃると。かなり高いですね。
松田課長　　もう一つ質問をしておりまして、この特定健診は通院中の方も受けることができますので、母集団にその方も入っているんですが、ただ、通院中だったら健診を受けることができないと考えている方もまだいらっしゃって、私共の周知も不十分だと思いますが、通院していると受診できないと誤解されている方もおられまして、その問いをしましたら、通院中も健診を受診できると知っている方が36％で知らなかった方が57％で、通院中は健診を受診できないという誤解がまだあることが今回わかりましたので、小学生に対する啓発に併せて、医療機関の方、先生方へもご協力をいただき、医師会や健診機関への声掛けをお願いさせていただいたところでございます。

都留会長　　他にございませんか。
熊谷委員　　補足だけさせてください。先ほどの負担金について、負担金以外のことも重要と反面教師として申し上げたのですが、ただ事実関係だけ、前回の私の発言を受けて自己負担金を調べてみました。政令指定都市の歯科の節目年齢健診の受益者負担金を調べてみました。ちなみに1,300円は名古屋市と広島市で、これが一番高いんです。あと上から500円、1300円、500円、500円、400円、500円、900円、1,300円、神戸市は負担金なし。1,300円、1,000円、700円と、こういう状況になります。これは事実関係だけです。こういったこともあるので、我々としても政令指定都市の状況を鑑みたときに、ワンコインでと。声を掛けるときにもワンコインなんだから来て下さいというふうに声掛けしていきたいなということを一つの方策として、我々はお願いをしております。先ほど仰ったように、我々の医療機関でも努力をしていかなければならないと思っております。
都留会長　　ありがとうございました。他にございませんか。
向井委員　　それで病院にそれだけ行っておられて、もう受けられないという方がいらっしゃるんですよね。今、協会が行っているのは、病院に行っている人は利用券を出せば健診を受けたことにするということをやっているわけですよ。県の医師会と市が組んでいるわけですよ。今年は福山でも進められると思うんですが、それをやると受診率は上がるし、ご本人も納得されると思うんですよね。病院でしっかりした検査、血液検査から始まって検査をやっているのに、簡単に健診ができるかどうかというと、なかなかできませんよね。そういうことから言うと、別に混合診療にも当たるわけでもありませんし、そのことを考えたら、広島市がやってらっしゃるのか、やられるのかわかりませんが、もしもやっておられるのであればそこを促進していただきたいし、やってないなら早めに医師会さんと契約を結んで、行っている所の受診券を持って行けば健診を受けたことにするということの方が、別に受診率を上げるためではありませんが、ご本人も納得されると思いますので、ぜひ勧めていただきたいと思います。
松田課長　　治療中の方の特定健診の情報提供ということですが、厚生労働省が7月に公表した「保険者による健診・保健指導等に関する検討会」のとりまとめによりますと、医療機関から特定健診に相当するデータを入手すれば、特定健診の実施に代えて特定保健指導につなげることや、適切な受診勧奨を行うことが可能になるということで、受診者の負担や社会的なコストを低減させるためにも、その活用を検討するとなっています。

　ただし、検討に当たっては、活用できる診療検査データの作成時期ですとか、医療機関と保険者とを連携するデータ様式や本人の同意をとるための手続きなど、実務担当者によるワーキンググループで今から議論すると聞いております。

　本市では、議会やその他の会合等で、特定健診の事務的な請求がとても複雑であるとのご意見をいただいている状況でございまして、データ化されてない治療中の方の情報をいただくことは医療機関側のさらなる負担となることも考えられるため、現在のところ実施する予定はございませんが、今後の国のワーキンググループの動向をしっかり注視していきたいと思っております。
向井委員　　今の話を聞きますと、やりたくないということがまず先にたっていると思うんですよ。県の医師会と協会がやっていて、県から厚労省に、こういうやり方で問題ないと確認して、去年の確か5月18日だったと思いますが、県の医師会と契約を結びまして実際に動いているわけですよ。他の市町でも始める所もあるわけですよ、今年。だから今の話を聞きますと何も考えてないと。ただ国に言われたら、はいそうですかと。それでは行政としては遅すぎると思います。せっかく話を詰めたものがあるわけですから、それが有効に動いているし、データも医療機関で作っていただいてますし、健診機関なんかも作っていますから、大体決まっているパターンがあるわけですから、そこはワーキンググループを待たなくても、当然ながらできると私は思いますがね。
糸山局長　　多分、今、ご説明したことと向井委員の仰ったこと、少なくとも課長が申し上げた医療機関から生のデータではなくて共用データをもらわなくてはいけないが、そこが統一されていないことを申し上げて、それが県の医師会レベルで現下においてやられているのであれば共通のものがあるはずです。私がこういうことを言うのも変ですが、全然噛み合っていませんが、そこはよく確認はいたします。おそらく何がネックになっているのかと思いますと、多分、手数料を取られてお金がかかるからかと、正直ベースで言いますと、そんなことかと思いますが。
　今日お話がありましたが、一つは健診の率を上げていくと、これは失礼かもしれませんが、見かけ上の率を上げていくという部分と、実質的に率を上げて医療費を落としていくということがあります。今日は皆さんにいろんなご意見をいただき、実は我々も本気でやらないといけないと思ってますから、いろんな方からお知恵をいただいて、アイディアをいただいて、出来ることからやっていきたいと考えていますし、併せて向井委員が仰ったように、健診もそうですし、予防というのも、病気になっても重症化を防ぐということで、医療費についてもご本人の体にとってもいい話になりますから、そういったことで何か本当に効果があることができないかとか、一生懸命、真剣に考えていきたいと思っておりますので、今日は大変良い議論ができて、我々も非常に参考になったと思いますし、また他にもございましたらご意見をいただければと思います。

都留会長　　いろんな情報を今後とも持ち寄って、病気にならないには越したことはないのですから、そのために行っていきたいと思います。では、他に平成23年度の実施状況についてのご質問やご意見はございませんか。
松田課長　　先ほど、会長さんからご質問があり、アンケート結果の中で回答できていなかったものがありますので、回答したいと思いますが、通院者の中で特定健診を受診しているかどうかということですが、回答いただいた937人の方は一般的な受診率よりも高くて、受診していますかという問いに対しては35％でして、受診されている方にお答えいただいているという傾向で、そのうち定期的に通院されている方は38.5％の特定健診の受診率で、心配なときに通院しているという方は39％が特定健診を受診されていて、まったく通院していないという方は26.9％の特定健診の受診率でございました。

都留会長　　答えてくださる方は意識の高い方だから困るんですよね。残りの半分以上の方は来ないんですよね。
永野委員　　委員の方々が揃っておられるので、今、ちょっと結論が出かかっているのかなと思ったんですけれども、専門的な立場からいうといろんな問題があるのだろうと思いますが、私もこの年になって、今日も遅れるかなと思ったんですが、市民病院に行って3時間がかりなんですよね。生活習慣病でもなんでもないのに、なぜかかったかと言いますと採血の結果が出るまで1時間かかって、患者さんが多いから順番が来るまでに1時間かかって、本当になんでもないことなんですが10時15分に病院に行って1時25分に帰れました。それも看護士さんに言って、2時から市の国保の会議に入るので、間違っても市民病院でこれだけ遅れたと言いたくないのでと。病気になってみると、ドアツードアで往復すれば2時間かかると。うまく診療受けてもやはり2時間くらいかかるんですよね。今仰ったように、行くのが大変だとかいうのが理由であるのは確かですよね。しかし、なぜ行かなければいけないのか、行ったらこんなメリットがあるということを分かり易く理解していただければもう少し進むんではないか。ＱＯＬがこうなってとか言いたいんですよ。そんなこと言ったって普通のおじさんとかおばさんには分からないんですよ。ただ、こんな病気になったら、平均的に高額医療費がこれだけ掛かると、1か月に、自己負担額がこれで限度額がこれだけという話をきちんとしてもらいたい。
　テレビの宣伝、新聞の宣伝を見てると、なぜサプリメントと健食ばっかりなんですか。なにかアントシアニンかなにかを飲んでいたらなぜいいのか私はわかりません。何かを飲んだら腰がピンピン立って階段を上がれるというのも分からないですよね、実際は。一般の人からするとあの方が受けが良いんですよね。薬ではなくて特保ですよ。その方に興味がいってるんですよ。だって今、日本人の第1位の基本は健康志向であることは間違いないんですよね。健康志向である人間が特定健診の話をしたら、お金が掛かるとか面倒くさいとか何の意味があるのかとか、なぜ出てくるんですか。もっと前向きにこんな良いことがあるよという話をしましょうよ。そうすると少しは前に行くんではないかと思います。なにか国も、やらなければ補助金を削るとか言わなくなったのでましですけどね。本当、生活習慣病はこういう所から起こるんだよと、メタボの話もお腹が90センチを超えたらどうなってああなってという話が出てきても、一般の方は踏み込んでこないんじゃないかと思います。ごくごく一般論です。
都留会長　　永野委員からは、刺激をすれば、健康志向なので大丈夫という意見なので、本当に考えていきたいと思います。ありがとうございます。では、この件に関しては了承を得られたということでよろしいでしょうか。では次にその他といたしまして事務局から後発医薬品の差額通知事業について、説明をお願いします。
森川課長　　手元にお配りしております後発医薬品の差額通知事業についての資料をご覧ください。目的でございますが、先ほどから申し上げておりますように医療費はかなり上がってきています。患者さんの負担を軽減することも必要ですし、国保財政を健全化するためにも、後発医薬品の使用を促進するということで実施したいと考えております。
　通知の概要でございますが、今回、広島市では、対象者を65歳以上といたしまして、先発医薬品を後発医薬品に切り替えた場合の差が大きい方の上位4％の方に通知を差し上げたいと思います。今回、10月から3回送付するんですが1度送付した方には再度の送付は行いません。1回につき1万件程度で行いたいと考えております。実施方法ですが、広島県の国民健康保険団体連合会に委託して実施する予定にしております。今回、国保では初めての取り組みですので、問い合わせについては薬剤師などの専門的知識を有する者を配置したサポートデスクを業者に設置してもらい対応します。もちろん、問い合わせには市役所の保険年金課でも対応します。事業費は約2千万円。医療費削減見込額は、年間ベースですが協会けんぽ広島支部さんの22年度の実施状況を参考にさせていただき試算した結果約9千万円となる見込みです。
　もう一つ、こちらの事業とは別ですが、この10月から、区役所の窓口で保険料の納付について口座振替をしていただく方へのサービスを向上させるということで、民間ではよくやってますが、キャッシュカードを持って行けばその場で口座登録できるというサービスを、収納率を向上させるために、もちろん皆さんへのサービス向上のためにもやっていきたいと考えています。以上でございます。
都留会長　　この件に関して、なにかご質問はございませんか。ないということですので、もう一つ、平本委員からご意見があるようですので。
平本委員　　私は「広島市国保を良くする会」の会員の一人で、「広島市国保を良くする会」でときどき話し合いをしますので、二点話をしたいと思います。お手元に広島市が発行されている国保のしおりをお配りしました。この中の「国民健康保険とは」の中で「医療保険は、国民健康保険、後期高齢者医療制度と会社などに勤めている人が加入する健康保険に大きく分けられます。広島市内にお住まいの人で、後期高齢者医療制度や職場の健康保険等に加入していない人は、国保に加入しなければなりません。また、国保への加入や脱退については届出が必要になります。国保は、市が保険者となって運営し、被保険者の皆さんが納める保険料と国・県・市からの補助金等を合わせて医療費を賄っています」と書いてあります。上から4行目ですね、「医療保険は、このようなときに備えてお互いが収入などに応じて保険料を出し合い、助け合う制度で」ということと、下から3行目、「国保は市が保険者となって運営し、被保険者の皆さんが納める保険料と国・県・市からの補助金等を合わせて医療費を賄っています」と書いてある。この字句は、私が見た限り過去5年間はこの文字のままで発行されているんですけれども、先ほどお話したように、国民健康保険法に則って国民健康保険は行われていると思うんです。国民健康保険事業の健全な運営を確保し、もって社会保障及び国民健康保険の向上に寄与することを目的とすると。下の4行は社会保障という意味合いはあるけれども、この中に、お互いが助け合い、相互に、という思いをどうにかしていただきたい。できたら、「国民健康保険とは」の中に、「国民健康保険法第1条に基づき行われる社会保障制度です」と入ていただきたい。
　もう一点は、再来年から、広島市の国保料の計算方式が「旧ただし書方式」に変更の予定だと聞いています。この4月に、国保を良くする会の話し合いの中で、試算をしていただきたいとお話をしたところ7月ぐらいになりそうだと。6月12日か13日に「国保を良くする会」として交渉をさせていただいて、早くやって欲しいとお話したところ、盆明けにはできるでしょうというご返事をいただきました。ちょっと記憶が定かではないですが、いつごろできるでしょうというお話のときに、盆明けにはできると時期をきられたと思います。盆は過ぎて、もう9月6日です。これはできないのか、それともやらないのか、その時点に遡ってご返事をいただきたい。
　国保のしおりの「国民健康保険とは」の中に「社会保障」を入れていただきたいことと、旧ただし書の試算が出てこないこと。国保の根幹にかかわることなのでご返事をいただきたい。以上です。
森川課長　　「国保のしおり」の件ですが、確かに「お互いが収入などに応じて保険料を出し合い」と書いております。この説明は医療保険制度全体の説明をしております。もちろん国保も含めてですけれども、そういった趣旨であることはわかっていただきたいと思います。ただ、この国保のしおりは、毎年度、納入通知書を発送する際に皆さんにお配りしております。制度改正もありますし、より良いものにしていきたいと思っていますので、今日いただいたご意見を踏まえて、来年度、考えていきたいと思います。
　もう一点、旧ただし書方式にする際のシュミレーションですが、確かにこれは大きな課題でございます。国の方は、当初25年度から一本化すると言っていましたが、やむを得ない場合は26年度からという附則を付けております。広島市では、平成26年度からシステム再構築を予定しておりますので、余分な経費を使わなくてもいいようにということで26年度からとしております。確かに皆さんの保険料が変動するということですのでシュミレーションをしなければいけませんし、今年度も団体の方とも話をしていますし、今、作業しております。ただ、これは手で計算するわけにはいきませんので、プログラムを作って世帯のシュミレーションして、いつまでにというお約束はしておりませんが、時間がかかっているのは確かです。いずれにしても、市民の方にきちんと説明する必要があると考えております。以上でございます。
平本委員　　最後なんですが、国保のしおりについては検討をしていただけるということですが、下から2行目ですが、国・県・市等からの支出金で医療費を賄ってますということですが、国保のしおりを見ますと補助金とは書いてなくて負担金と書いてあるんです。国庫負担金だと思いますが、円グラフでも出ていますが、国庫支出金です。これを統一していただきたい。補助金といったら私の感覚では何かおまけみたいですので、と私は感じます。

　それと、試算が難しいということですが、約束したことができなかったら、こちらがどうなってますかと聞く前に、こちらからアクションする前に、期限が来る前に返事をもらいたいと思います。世の中は大体そのように動いていると思います。以上です。
都留会長　　その他、ご意見はございませんか。それでは、市の方でも事業を進めていただきたいと思います。それでは、これをもちまして平成24年度第１回広島市国民健康保険運営協議会を閉会致したいと思います。お疲れさまでした。　
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